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１ 平成31年度国保事業費納付金及び
標準保険料率の算定

①納付金算定等の流れ
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市町村
運営協議会に
おける議論

保険料率を議論

平成31年度の納付金算定（県
調整交付金等）に関する検討

国 都道府県 市町村

7月中旬：平成31年度
公費の在り方を提示

納付金等の推計
・仮係数による納付金等の仮算定

10月下旬：平成31年度試算用の
仮係数を提示

納付金等の決定
・確定係数により算定を行い、納付
金・標準保険料率を決定

保険料率の算出
・都道府県から示された納付金額を踏
まえ、法定外繰入や基金繰入金等を加
味して平成31年度の保険料率を算出

予算審議(2月議会)
・31年度予算を議決

予算審議(2月議会)
・31年度予算を議決

平成31年度 納付金算定等の流れ

（連携会議等
における協議）

条例改正/告示
・概ね3月～6月に保険料率決定

国保改革施行

Ｈ30.７

Ｈ30.12

Ｈ30.4

Ｈ30.10

Ｈ31.6

Ｈ31.3

Ｈ31.1

12月下旬：平成31年度本算定用の
確定係数を提示

納付金・標準保険料率の通知

保険料の賦課・徴収

納付金の納付 ８月～３月（８回払）

Ｈ31.４

Ｈ31.８

Ｈ31.２
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１ 平成31年度国保事業費納付金及び
標準保険料率の算定

②公費による財政支援の拡充
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＜平成27年度から実施＞

○ 低所得者対策の強化のため、保険料の軽減対象となる低所得者数に応じた自治体への

財政支援を拡充（約1,700億円）

＜平成30年度から実施＞（毎年約1,700億円）

○財政調整機能の強化（財政調整交付金の実質的増額）

○自治体の責めによらない要因による医療費増・負担への対応

（精神疾患、子どもの被保険者数、非自発的失業者 等）

○保険者努力支援制度･･･医療費の適正化に向けた取組等に対する支援

○財政リスクの分散・軽減方策（高額医療費への対応）

○ あわせて、医療費の適正化に向けた取組や保険料の収納率向上などの事業運営の改善等を一層推進し、財政基盤

の強化を図る。

国保制度改革の概要（公費による財政支援の拡充）

◎ 平成27年度から、財政安定化基金を段階的に造成
・本体部分の積立額 … 平成27年度200億円 ⇒ 平成28年度600億円 ⇒ 平成29年度1,700億円 ⇒ 平成30年度2,000億円
・特例基金部分（保険料の激変緩和に活用）の積立額 … 平成29年度300億円

国民健康保険に対し、平成26年度に実施した低所得者向けの保険料軽減措置の拡充（約500億円）に加え、

毎年約3,400億円の財政支援の拡充等を以下の通り実施することにより、国保の抜本的な財政基盤の強化を図る。

※ 公費約3,400億円は、現在の国保の保険料総額（約３兆円）の１割を超える規模

※ 被保険者一人当たり、約１万円の財政改善効果

約800億円

約800億円
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平成31年度の公費について（拡充分の全体像）

○財政調整機能の強化

（財政調整交付金の実質的増額）

【800億円程度】

○保険者努力支援制度

･･医療費の適正化に向けた

取組等に対する支援

【800億円程度】

＜特調（都道府県分）＞【100億円程度】

・子どもの被保険者【100億円程度】

＜特調（市町村分）＞【100億円程度】

・精神疾患【70億円程度】、非自発的失業【30億円程度】

＜暫定措置（都道府県分）＞【250３００億円程度】

※制度施行時の激変緩和に活用

＜都道府県分＞【500億円程度】

・医療費適正化の取組状況（都道府県平均）【200億円程度】
・医療費水準に着目した評価【150億円程度】
・各都道府県の医療費適正化等に関する取組の実施状況【150億円程度】

＜市町村分＞【412３３７億円程度】

※別途、特調より88１６３億円程度追加

＜普調＞【350３００億円程度】

合計
1,000億円の
インセンティブ
制度

※平成31年度の予算総額は平成30年度と同規模を維持する。なお、保険者努力支援制度分については、平成31年度予算に912億円を
計上したことにより、特例基金を活用せず、また、特調の活用額を縮小する。

※特別高額医療費共同事業への国庫補助を拡充し、60億円を確保。
※平成32年度以降の公費の在り方については、施行状況を踏まえ、地方団体と十分に協議を行った上で決定する。 6



公費による財政支援の拡充の状況 (平成３１年度)
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H30.7.13
事務レベル

WG最終
とりまとめ

H31年度算定

全国ベース

本 県 配 分 額
納付金及び

標準保険料率
への反映

全国ベース
に占める
シェア

合 計 1,７００億円 １,６７２億円 ２２.５億円 １.３％

財政調整機能の強化 ８００億円 ７００億円 １０.２億円 １.５％

普通調整交付金 ３５０億円 ３５０億円 ４.９億円 １.４％ 納付金算定に反映

暫定措置 ２５０億円 ２５０億円 ３.５億円 １.４％ 激変緩和措置に活用

特別調整交付金（都道府県分） １００億円 １００億円 １.８億円 １.８％ 納付金算定に反映

特別調整交付金（市町村分）（※１） １００億円 ０億円 ０億円 － －

保険者努力支援制度 ８００億円 ９１２億円 １２.３億円

都道府県分 ５００億円 ５００億円 ５.１億円 １.０％ 納付金算定に反映

市町村分（その他特調から88億円） ３００億円 ４１２億円 ６.２億円 １.５％ 標準保険料率に反映

特別高額医療費共同事業への国庫補助の拡充 ６０億円 ６０億円 １.０億円 １.７％ 納付金算定に反映

その他

特別調整交付金
（追加激変緩和措置）

一定額を確保 １００億円 １.４億円 １.４％ 納付金算定に反映

保険者努力支援制度（市町村分・特調） ２００億円 ８８億円 １.３億円 １.５％ 標準保険料率に反映

※１ 精神・非自発については未配分であり、3１年度に配分される予定



参考：公費による財政支援の拡充の状況 （平成３０年度）
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H29.7.5
事務レベル

WG最終
とりまとめ

H30年度算定

全国ベース

本 県 配 分 額
納付金及び

標準保険料率
への反映

全国ベース
に占める
シェア

合 計 1,７００億円 １,５９７億円 ２３.７億円 １.５％

財政調整機能の強化 ８００億円 ７００億円 １０.０億円 １.４％

普通調整交付金 ３００億円 ３００億円 ４.２億円 １.４％ 納付金算定に反映

暫定措置 ３００億円 ３００億円 ４.２億円 １.４％ 激変緩和措置に活用

特別調整交付金（都道府県分） １００億円 １００億円 １.６億円 １.６％ 納付金算定に反映

特別調整交付金（市町村分）（※１） １００億円 ０億円 ０億円 － －

保険者努力支援制度 ８００億円 ８９７億円 １３.７億円

都道府県分 ５００億円 ５００億円 ７.５億円 １.５％ 納付金算定に反映

市町村分（その他特調から163億円） ３００億円 ３３７億円 ５.１億円 １.５％ 標準保険料率に反映

特別高額医療費共同事業への国庫補助の拡充 数十億円 ６０億円 １.１億円 １.８％ 納付金算定に反映

その他

特別調整交付金
（追加激変緩和措置）

－ １００億円 １.４億円 １.４％ 納付金算定に反映

保険者努力支援制度（市町村分・特調） － １６３億円 ２.５億円 １.５％ 標準保険料率に反映

※１ 精神・非自発については未配分であり、30年度に配分される予定



１ 平成31年度国保事業費納付金及び
標準保険料率の算定

③納付金等算定の仕組み
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国保財政の仕組み（イメージ）

※ただし、国庫負担金等公費等収入は省略

県（特別会計）

市町村（特別会計）

住 民

市町村ごとの納付金

を医療費水準、所得

水準、被保険者数を

考慮して決定

市町村が保険料率を

設定する際の参考と

なる標準的な保険料

率を提示

標準的な保険料率を

参考に市町村が保険

料率を決定して、賦

課・徴収

納付金の決定

標準的な保険料率の提示
納付金の納付

交付金の支出

保険給付に必要

な費用を全額市

町村へ交付

保険料率決定、賦課

保険料の納付

保険給付費の支払
保
険
医
療
機
関
等

10



納付金の算定方法（イメージ）

県全体で必要な納付金総額を
①県全体に占める各市町村の所得のシェア、②各市町村の被保険者数・世帯数のシェアで按分した結果に、
③各市町村の医療費水準を反映させることで、各市町村の納付金を算定する。

保険給付費
（医療費等）

前期高齢者交付金

公費
（国庫負担等）

納付金総額

所得シェア分

被保険者・
世帯数のシェア分

×

③
各
市
町
村
の
医
療
費
水
準

＝

各市町村の
納付金

各市町村の
納付金

各市町村の
納付金

仮に納付金総額を1,000億円とし
た場合

【所得シェア分】

460億円

【被保険者・
世帯数シェア分】

540億円

0.46

0.54

Ａ市
40%

184億円

Ｂ市
30%

138億円

Ｃ町
30%

138億円

Ａ市
30%

162億円

Ｂ市
40%

216億円

Ｃ町
30%

162億円

①所得シェア、②被保険者数・世帯数
シェアで按分する

③各市町村の医療費水準を反映して、
それぞれの納付金額を算定する

Ａ市
＜医療費水準

1.2＞
×1.2

221億円

Ｂ市
＜医療費水

準0.8＞
×0.8

110億円

Ｃ町
＜医療
費水準
1.0＞
×1.0

138億円

Ａ市
×1.2

194億円

Ｂ市
×0.8

173億円

Ｃ町
×1.0

162億円

県の所得水準（全国の所得水準に対する県の所得水準）により区分

①各市町村の
所得シェア

②各市町村の
被保険者・世
帯数シェア

×

×

※納付金合計が必要な納付金総額に
合うように別途調整。

医
療
費
水
準
を
反
映

所得水準に応じた按分

被保数･世帯数に応じた按分
11



納付金と標準保険料率の算定基礎となる額のイメージ（医療分）

各市町村の
納付金基礎額

各市町村で収入する公費、
その他収入
・保険者努力支援制度
・特定健診等負担金 等

②

市町村の
個別事情
による減
算額
・前期高
齢者交付
金精算額
等

標準保険料率
（保険料率を設定する際の参考）

市町村の個別事情による
加算額
・前期高齢者交付金精算額

等

各市町村の判断で保険料
で集める額
・保健事業
・特定健診等費用 等

④

標準保険料率の算定基礎となる額

各市町村の納付金 ①

③＝①－②

資料１
〔３ページ〕

資料１
〔４～５ページ〕

保険料収納率で割り戻して算定

所得水準、医療費水準等を反映し、

市町村ごとに配分した額

保険料として集める必要

のある額 ③＋④

12



全国統一
（2方式）

各市町村の方式
(3又は4方式）

県内統一
（3方式）

前期高齢
者交付金
300億円

標準保険料率のイメージ

都道府県
標準保険料率

①
国から指定された算定
方式や配分割合により
算定した参考料率
〔資料１・１ページ〕

市町村
標準保険料率

②
県内全市町村同一の算
定方式や配分割合によ
り算定した参考料率
〔資料１・４ページ〕

市町村算定基準による
標準的な保険料率

③
各市町村が任意に選択
した算定方式や配分割
合により算定した参考
料率（市町村が現行の
保険料率と比較するこ
とが可能）
〔資料１・５ページ〕

当該市町村の
実際の保険料率

標準保険料率を参
考 に、各市町村が
決定。独自財源の活
用や収納率などに
よって、②・③の市
町村標準保険料率と
は異なる

納付金

県全体の保険料収納必
要額を、各市町村の医
療費水準や所得水準に
応じて按分し、県で決
定したもので、各市町
村はこの納付金を県に
支払う
〔資料１・３ページ〕

保険
給付
費

1,000
億円

公費
350億円

納 付 金
総 額
350億円

A市：所得割10.5％
均等割50,000円
平等割21,000円

B町：所得割8％
均等割45, 000円
平等割20,000円

B町：所得割8％
均等割45,000円
平等割20,000円

A市：所得割10.5％
均等割52,000円
平等割18,000円

B町：所得割8％
均等割45,000円
平等割20,000円

A市：所得割10.8％
均等割48, 000円
平等割18,000円

A市：
210億円

B町：
100億円

C村：
40億円

C村：所得割7.5％
均等割42, 000円
平等割12,000円

C村：所得割7％
資産割1％
均等割28,000円
平等割10,000円

C村：所得割7.2％
資産割0.8％
均等割28, 000円
平等割8,000円

県

所得割
9％

均等割
48, 000円

都 道 府 県 市 町 村

所得割、資産割、均等割、平等割の配分割合の

違いにより料率が異なる。
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納付金と標準的な保険料率算定のおおまかな流れ（医療分）

医療分

【α＝１、β＝対全国平均（0.85055）、

納付金配分方式＝３方式、特別高額レセプトを

共同負担する】

※ 医療分、後期高齢者支援金分、介護納付金分を別々に算定する。

〇 県全体の保険給付費から、前期高齢者交付金や普通調
整交付金（国費）等の公費を差し引いて納付金算定基礎
額を算出する。

※納付金の対象は、保険給付費のみ。（出産育児一時金、葬祭費、
保健事業等は含めない。）

1 納付金基礎額の算出

①所得水準の反映
ア 県全体の納付金算定基礎額を、人数シェアと世帯数
シェアに応じて配分する額（応益分）と所得シェアに
応じて配分する額（応能分）の２つに分ける。

※  応益分と応能分の比率は、県の所得水準に応じて決まる。
※  岡山県における応益分と応能分の比率は、５４：４６

イ 応益分を当該市町村の人数シェアと世帯数シェア
（応益シェア）に応じて、応能分を当該市町村の所得
シェア（応能シェア）に応じて、各市町村に配分する。

※  応益分の按分割合は、人数シェア：世帯数シェア＝７０：３０

２ 各市町村の納付金の算出

②医療費水準の反映
年齢調整後の医療費指数により、各市町村の配分額を増

減させる。
※α（年齢調整後の医療費指数を納付金に反映させる係数）

③調整係数（γ）による調整
「①所得水準」及び「②医療費水準」反映後の各市町村

の納付金基礎額の総額を県の総額に合わせる。

医療費水準をどの程度反映させ

るかについては、原則どおり、年

齢調整後の医療費水準の差を全て

反映する。（α＝１）

〇 市町村ごとの納付金を算出後、市町村ごとの事情を反
映した加減算を行い、保険料として集める必要のある額
を算出する。 【１２ページ図中の③＋④】

※出産育児一時金、葬祭費、保健事業等の市町村ごとに異なる費用
を加算。

※ 保険者支援制度、財政安定化支援事業等の市町村に個別に交付
される公費を減算。

３ 各市町村の標準保険料率の算定基礎となる額

〇 市町村ごとに収納率（直近３年の平均）で割り戻し、
市町村ごとの標準保険料率を算定する。

４ 市町村標準保険料率の算定

各市町村は「標準保険料率」を参考に、保険料率を設定する。
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１ 平成31年度国保事業費納付金及び
標準保険料率の算定

④納付金等算定の結果

15



30年度と31年度の納付金総額の比較(イメージ)

前期高齢者交付金＝

＜31年度＞

公費（国庫等）
572億円

保険給付費等
1738億円

納付金総額
532億円

前期高齢者交付金
634億円

（内訳）
31概算 666億円
29精算 ▲32億円

歳出 歳入

保険給付費等
1752億円

前期高齢者交付金
682億円

（内訳）
30概算 682億円
28精算 0.1億円

公費（国庫等）
567億円

納付金総額
503億円

歳出 歳入

＜30年度＞

対前年度２９億円の増

対前年度４８億円の減

16

対前年度１４億円の減
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一人当たり保険給付費等の推移

126,977百万円

130,772百万円

134,995百万円

139,366百万円

145,644百万円

143,762百万円

141,695百万円

143,994百万円

143,263百万円

439,246人 437,494人 436,654人 435,356人
430,951人

421,832人

408,339人 404,696人

386,403人

289,079円

298,910円

309,158円

320,119円

337,961円 340,803円

347,005円
355,809円

370,759円

115,000

120,000

125,000

130,000

135,000

140,000

145,000

150,000

250,000

270,000

290,000

310,000

330,000

350,000

370,000

390,000

410,000

430,000

450,000

H23(実績) H24(実績) H25(実績) H26(実績) H27(実績) H28(実績) H29(実績) H30(推計) H31(推計)

一人当たり保険給付費推移（平成２３年度～平成３１年度【推計】）

保険給付費・一般分 (百万円) 国保加入者数（一般）(人)

１人当たり保険給付費(円) 平均的推移

（百万円）（円・人）



＜増加要因＞

①自然増等 県平均約9,700円（医療約7,700円、後期約1,300円、介護約700円）

・全体の被保険者は減少する中で、団塊の世代が全員、70歳以上に移行することで、一人あたり保険給付費は

増加

②前期高齢者交付金等の精算 県平均約4,000円

・前期高齢者交付金は、交付を受けた2年後に精算を行う。

・平成29年度の概算交付額は、高額なC型肝炎の経口薬の影響で医療費が伸びた平成27年度をベースに算出

していたことから、平成31年度の精算で返還する。

平成３１年度納付金等算定のまとめ

＜一人あたり納付金額の状況＞
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平成３１年度 平成３０年度 増加額 増加率

137,632円 123,899円 13,733円 11.1%

（参考）平成32年度以降の前期高齢者交付金の精算

・平成31年度までは、過去に交付を受けた前期高齢者交付金の精算を各市町村単位で行うが、平成32年度

からは精算を県単位で行うことから市町村間に差異は生じない見込み

＜その他＞

今回、県が示した標準保険料率は、市町村において実際に賦課することとなる保険料率を検討する際の参考
として示したものであるが、制度上、前期高齢者交付金の精算など一時的な要素が含まれている。

今後、市町村では、国保の財政調整基金などの独自財源の活用が可能であること、被保険者の負担増への配
慮が必要であることなどを総合的に勘案し、平成３１年度の保険料率の検討が進められる。



２ 平成31年度県国保険特別会計予算
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岡山県国民健康保険特別会計について

県国保特別会計において、国保事業費納付金の収納、保険給付費等交付金の交付、県繰入金によ

る財政調整等を行う。

【県国保特別会計と市町村国保特別会計の設置、運営のイメージ】

納 付 金

前期高齢者
交 付 金

国公費等

県繰入金

保険給付費等
交付金

（普通交付金）

保険給付費等交付金

（特別交付金）

総 務 費

後期高齢者支援金
・

前期高齢者納付金
等

保険給付費等
交付金

（普通交付金）

保険給付費等交付金

（特別交付金）

保険料（税）

一般会計繰入金等
総 務 費

保険給付費
（診療報酬等）

保健事業等

県国保特別会計 市町村国保特別会計

歳入 歳出

納 付 金

県が27市町村
ごとに算定

歳入 歳出

交付 ※普通交付金＝保険給付費



平成３１年度県国保特別会計（歳入）
（単位：百万円）
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歳 入 科 目
予 算 額

増 減 備 考
Ｈ３１年度 Ｈ３０年度

納 付 金 53,209 50,309 2,900

市町村からの納付金内

訳

医療給付費分 38,914 36,092 2,822

後期高齢者支援金分 10,897 10,916 △ 19

介護納付金分 3,398 3,301 97

国庫支出金 49,103 50,074 △ 971

主
な
内
訳

療養給付費等負担金 33,167 31,802 1,365医療給付に要した費用の３２%定率国庫負担金

高額医療費負担金 1,323 1,361 △ 38レセプト８０万円超対象 国負担分

普通調整交付金 11,469 12,432 △ 963都道府県間の調整のために交付

特別調整交付金 1,719 2,728 △ 1,009都道府県・市町村の個別の事情に応じて交付

保険者努力支援制度交付金 1,131 1,026 105医療費適正化等に向けた取組等評価に応じて交付

財政安定化基金補助金 0 420 △ 420財政安定化基金積立のための補助

療養給付費等交付金 0 439 △ 439退職者医療制度の財源として支払基金から交付

前期高齢者交付金 63,355 68,235 △ 4,880前期高齢者の偏在を調整するため支払基金からの交付

共同事業交付金 187 204 △ 17特に高額な医療費に係る都道府県間で行う共同事業の交付金

一般会計繰入金 10,916 10,585 331法定の県一般会計からの繰入金

基金繰入金 97 252 △ 155激変緩和等の財源

繰越金 1,446 0 1,446H30年度からの繰越金

その他 40 3 37基金運用利息、保険給付費等交付金返還金

歳 入 合 計 178,353 180,101 △ 1,748
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平成３１年度県国保特別会計（歳出）

（単位：百万円）

歳 出 科目
予 算 額

増 減 備 考
Ｈ３１年度 Ｈ３０年度

保険給付費等交付金 146,626 149,341 △ 2,715

内

訳

普通交付金 143,901 145,234 △ 1,333市町村の保険給付に要した費用の全額を交付

特別交付金 2,725 4,107 △ 1,382市町村ごとの個別の事情・事業に応じて交付

後期高齢者支援金等 22,727 22,593 134後期高齢者医療制度を支える財源として支払基金へ納付

前期高齢者納付金等 75 78 △ 3前期高齢者の偏在を調整するため支払基金へ納付

介護納付金 7,149 7,343 △ 194介護第２号被保険者分として支払基金へ納付

共同事業拠出金 187 204 △ 17特に高額な医療費に係る都道府県間で行う共同事業の拠出金

基金支出金 13 14 △ 1レセプト点検及び保健事業支援体制の強化に要する経費

保健事業費 17 20 △ 3保健事業の実施に要する経費

基金積立金 4 423 △ 419財政安定化基金積立に要する経費

諸支出金 1,464 0 1,464国庫等の返納金

繰出金 18 0 18一般会計への返納金

その他 73 85 △ 12人件費及び事務費等

歳 出 合 計 178,353 180,101 △ 1,748
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平成３１年度予算の歳入歳出の構成

歳入 1,784億円

保険給付費等交付金, 
1466億円, 82%

後期高齢者支援金等, 
228億円, 13%

介護納付金, 72億円, 
4%

諸支出金, 15億円, 1%

その他, 3億円, 
0%

納付金, 532億円, 
30%

国庫支出金, 491億円, 
27%

前期高齢者交付金, 
634億円, 36%

県繰入金, 
109億円, 6%

繰越金,

15億円, 1%
その他, 3億円, 

0%

歳出 1,784億円



財政安定化支援事業

50％ 50％

○普通調整交付金（７％）

都道府県間の財政力の不均衡等（医療
費、所得水準）を調整するために交付。

○特別調整交付金（２％）

画一的な測定方法によって、措置できな
い都道府県・市町村の特別の事情（災
害等）を考慮して交付。

※ 平成30年度以降、800億円程度につ
いて、実質的増額。

調整交付金（国）

（９％）

調整交付金（国）

（32％）

定率国庫負担

市町村への地方財政措置：1,000億円

○ 高額な医療費（１件80万円超）の発生

による国保財政の急激な影響の緩和を

図るため、国と都道府県が高額医療費

の１/４ずつを負担

高額医療費負担金

保険料

○ 低所得者の保険料軽減分を公費で
支援。

（都道府県 3/4、市町村 1/4）

○ 低所得者数に応じ、保険料額の一定
割合を公費で支援

（国 1/2、都道府県 1/4、市町村 1/4）

都道府県
繰入金
（９％）

前期高齢者交付金

○国保・被用者保険の65歳から74歳の前
期高齢者の偏在による保険者間の負担
の不均衡を、各保険者の加入者数に応
じて調整。（市町村単位→都道府県単位
の交付に）

前期高齢者
交付金

保険料軽減制度

保険者支援制度

保険者支援制度

保険料軽減制度

高額医療費負担金

特別高額医療費
共同事業

○ 都道府県・市町村の医療費適正化、予
防・健康づくり等の取組状況に応じ支援。
事業規模： 912億円程度

保険者努力支援制度

保険者努力支援制度

○ 著しく高額な医療費（１件420万円超）に

ついて、都道府県からの拠出金を財源に

全国で費用負担を調整。国は予算の範

囲内で一部を負担。

※ 平成30年度以降、数十億円程度増額

【財政安定化基金】

○ 貸付・交付分（2,000億円）
給付増や保険料収納不足により財源

不足になった場合に備え、都道府県に
基金を設置し、都道府県・市町村に対
して貸付・交付を行う。

○ 激変緩和分（300億円）
平成35年度までの間、新制度の円滑

な施行に必要な資金として活用可能。

特別高額医療費共同事業

（赤字は国保改革による変更点）

【参考】平成31年度の国保財政の姿（全国ベース）

～～
～～

24※ 保険者努力支援制度（市町村分）には88億円が特調より別に交付



３ 国保事務の標準化に向けた取組
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被保険者証と高齢受給者証の一体化について

【 事務処理の標準化に指定】
○ 被保険者証と高齢受給者証の一体化を推進するため、

事務処理の標準化の一環として全市町村で取り組む事務に位置づける。

【 実施時期】
○ 平成３２年度を実施の基準年とするが、２年の調整期間を設ける。

【 スケジュール】
○ 平成３０年度 《県》 事務処理の標準化に指定
○ 平成３１年度～平成３２年度 《市町村》 予算措置、システム改修、事務体制の整備、

対応可能な市町村から順次実施（実施基準：平成３２年８月）

○ 平成３４年８月 県内全市町村で実施

○ 高額療養費制度の改正により、平成３０年８月以降、70歳以上の現役並み所得者の高額療養費の自己負担限度額が３区分に細分化
された。このことに伴い、現役並みⅠ及び現役並みⅡに該当する被保険者については、新たに限度額適用認定証の交付対象となるため、
医療機関等の受診時に複数の様式を携行する必要がある。

○ 一方、被保険者証と高齢受給者証に関しては、被保険者の利便性向上の観点から、総務大臣が開催する行政苦情救済推進会議にお
いて議論が行われ、平成３０年３月、総務省行政評価局から「被保険者証と高齢受給者証の一体化を推進する必要がある」とのあっせん
文書が厚生労働省あてに送付された。

規程の整備（平成30年7月30日）
① 国民健康保険法施行規則の改正

・被保険者証兼高齢受給者証（一体証）を被保険者証の一様式として規定
・被保険者証兼高齢受給者証（一体証）の様式例を規定

② 通知の発出
・市町村に対して、被保険者の利便性向上の観点から、一体証の実施に向けた検討を依頼

・都道府県に対して、都道府県内の事務の標準化・効率化の観点から、市町村の支援を依頼

26

記 号 番 号
氏 名 性 別
生 年 月 日 年 月 日 負担割合 割
適用開始年月日 年 月 日
交 付 年 月 日
世帯主氏名
住 所

保険者番号

交 付 者 名 印

○○都道府県
国民健康保険
被 保 険 者 証
兼高齢受給者証

有効期限 年 月 日
発効期日 年 月 日

《国民健康保険法施行規則で示された様式例》



４ 国保医療費適正化に向けた取組
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国民健康保険保険者機能強化基金の設置

〇 平成30年度から県も保険者となり、財政運営の責任主体として国保運営の中心的な役割を担っている。

〇 今後も医療費の増加が見込まれることから、将来にわたり国保財政の安定化を図るため、市町村が行う
「レセプト点検」や「保健事業」の取組への支援体制を充実・強化させる必要があることから、保険者機能
を強化し、医療費の適正化を進めるための事業を実施している。

〇 事業の実施にあたって、制度改革により廃止となった基金（国民健康保険広域化等支援基金）の財源を活
用し、新たに「国民健康保険保険者機能強化基金」を設置した。

国民健康保険事業に
係る基金

国保法に基く基金
〔財政安定化基金〕

県が独自に設置する基金
（地方自治法第232条の２ただし書、

第241条第１項）

〔国民健康保険保険者機能強化基金〕

本体基金
（国保法第81条の２）

特例基金
（国保法附則第25条）

収納不足市町村（基金事業対象保険料収納額が基
金事業対象保険料必要額に不足する市町村）に対
する資金の貸付け又は交付に充てる。
【保健給付増や保険料収納不足への対応】

平成30年４月１日から平成36年３月31日までの
間、市町村に対する改正法の円滑な施行のために
必要な資金の交付に必要な費用に充てる。
【激変緩和への対応】

・都道府県は、条例の定めるところにより、特定
の目的のために財産を取得し、又は資金を積み立
てるための基金を設けることができる。
【保険者機能強化への対応が目的】

（参考）県が設置する国保関係基金
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《基金規模》 約２８.１億円

《基金規模》 約４.２億円

《基金規模》 約１.６億円

保険者努力支援制度のフロー分として活用する費
用に充てる。【保険者努力支援制度財源対応】

《基金規模》 約７億円



国民健康保険保険者機能強化基金事業（H30～）

特定健診の受診率の
向上や重症化予防等の
取組を実施し、健康

づくりに繋げる

市町村
（保険者）

点検

29

１．レセプト点検指導体制の強化

医療給付専門指導員を増員

国保被保険者(県民)

市町村の点検員への指導・助言
の充実・強化、研修会の開催

広域的・専門的見地からの給付点検を実施

(7,550千円)

保険医療機関

請求

国保連
(審査機関)

審査
支払

医療給付

請求

支払

岡山県保険給付点検調査等関係課連絡会議 (H30.12)

岡山県給付点検調査
事務処理方針 (H30.12)

情報 （資格異動後の請求状況等）

情報 （医療監視、指導・監査状況等）

・・・ 点検

２．保健事業支援体制の充実

〇 糖尿病性腎症重症化予防等研修会（市町村向け）
〇 ＫＤＢ※を活用した特定健診結果、医療費の分析に

よる市町村の健康課題に基づく効果的取組支援、研修会
○ 透析患者の現状分析
○ 保健指導用資材作成（チラシ、パンフ等）

保健事業支援員(保健師)を配置

※ KDB
（国保データベースシステム）

・健診、医療、介護に係るデータ
を分析するシステム

県保健所と連携を図り、市町村を支援

重症化予防等による医療費適正化

市町村
（保険者）

(3,729千円)

①データヘルス計画の実施・評価
②糖尿病性腎症重症化予防
③特定健診・保健指導の実施率向上

○ 県保健所国保ミーティング
（連携会議・研修会等）

岡山
大学

委託【国保ヘルスアップ支援事業（国庫）】(20,000千円)



３．広域広報の共同実施 (3,000千円)

〇 県・市町村が共同し、広域的に行うことが効果的・効率的な普及啓発事業等を実施〔国保連合会共同事業〕

Ｈ２５～Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１（予定）

主な内容 事業項目 作成物 作成数・放送数等 事業項目 作成物
作成数・放送数

等
主な内容

・国保料（税）の期限
内納付勧奨

・国保の資格取得・
喪失の届出勧奨

・還付金詐欺被害
防止

・特定健診・特定保
健指導受診勧奨

・ジェネリック医薬品
の利用促進

・柔整の適正受診
促進

・第三者行為による
傷病届の提出勧奨

新国保制度周知広報
（啓発グッズ）

被保険者向けチラシ チラシ：52,400枚
ジェネリック医薬品の
利用促進

（啓発グッズ）

被保険者向けポスター
（保険者・医療機関へ

配布）

A2版：233枚
Ｂ4版：2,550枚

・国保の資格取得・
喪失の届出勧奨
（啓発グッズ）

・特定健診・特定保
健指導受診勧奨
（ＴＶＣＭ、啓発グッ

ズ）

・ジェネリック医薬品
の利用促進
（新聞広告、啓発

グッズ）

・柔整の適正受診
促進
（新聞折込広告、啓

発グッズ）

・第三者行為による
傷病届の提出勧奨
（新聞折込広告）

国保料(税)の期限内
納付勧奨

（啓発グッズ）

被保険者向けポケット
ティッシュ、ポスター

ポケットティッシュ
：22,300個

ポスター：220枚

ジェネリック医薬品の
利用促進

（新聞折込広告）

届出勧奨の新聞折込
広告 （表面）

488,000部

国保の資格取得・喪失
の届出勧奨

（啓発グッズ）

クリアファイル（ハローワー
クへ配置／留意事項・問
い合わせ窓口等記載）

ｸﾘｱﾌｧｲﾙ：9,500枚
国保の資格取得・喪失
の届出勧奨

（新聞折込広告）

届出勧奨の新聞折込
広告 （裏面）

還付金詐欺被害防止
（新聞広告等）

注意喚起の新聞広告
（山陽新聞）
被保険者用啓発グッズ
（マグネットバー）

全５段カラー

広報用マグネット
：9,100個

第三者行為による傷病
届の提出勧奨

（啓発グッズ）

被保険者向けポスター
（保険者・医療機関へ

配布）

A2版： 199枚
A4版：4,000枚

特定健診・特定保健
指導受診勧奨

（ＴＶＣＭ等）

受診勧奨のケーブルＴＶ
ＣＭ、保険者への貸出用
ＣＭ素材

被保険者向けＴＶＣＭ

貸出用ＣＭ素材 1本

ＴＶＣＭ
西日本放送 41本
山陽放送 41本
岡山放送 41本
テレビせとうち 42本

特定健診・特定保健
指導受診勧奨

（ＴＶＣＭ）
被保険者向けＴＶＣＭ

西日本放送 40本
山陽放送 77本

特定健診・特定保健
指導受診勧奨

（啓発グッズ）

各保険者等実施の啓発
キャンペーン用ポケット
ティッシュ、腹囲測定用メ
ジャー、手提げバック

ポケットティッシュ
：23,200個

メジャー：6,600個
手提げバッグ

：5,400枚

特定健診・特定保健
指導受診勧奨

（啓発グッズ）

各保険者等実施の啓発
キャンペーン用ポケット
ティッシュ

ポケットティッシュ
：23,900個

岡山県国民健康保険広域共同事業 実施状況一覧
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〇放送期間：８月１日～８月３１日（ＲＮＣ、ＲＳＫ）
〇１８時～２３時までの時間帯を中心に７７本放送

テレビＣＭ放送（特定健診・特定保健指導の受診勧奨）

メタボになると高血圧や
糖尿病のリスクが高くな
る可能性があります

１年に１度は
特定健診を

「メタボ犬篇」
① ② ③

④ ⑤ ⑥

※他 別内容１篇

31

人間だと
わしは
４５歳らしい

犬も同じか

だから犬も同
じか



新聞折込広告、ポスター制作・配布

32

【新聞折込広告 （ジェネリック医薬品利用促進・国保資格得喪届勧奨）】 【ポスター （ジェネリック医薬品利用促進）】

（表面） （裏面）

※３月配布予定

（案）

※２／１ 山陽新聞、朝日新聞、読売新聞、毎日新聞の４紙から発行済



５ 国保ヘルスアップ支援事業

33



都道府県国保ヘルスアップ支援事業の創設

【経緯】
○ 平成30年度以降の国保制度改革により、都道府県が財政運営の責任主体となり、安定的な財政運営や効率的
な事業の確保等、国保運営の中心的な役割を担うこととなった。
○ 「都道府県国民健康保険運営方針策定要領」（平成28年４月28日付け保発0428第16号厚生労働省保険局長通
知別添）においても、都道府県は、保健事業を含む医療費適正化に向けた取組（現状の把握、市町村の好事例の
横展開、市町村に対する定期的・計画的な指導・助言の実施等）を推進することが期待されている。

○ 更に、平成30年度からは、都道府県は保険者努力支援制度において評価されることとなり、都道府県の役割
を踏まえた医療費適正化に向けた取組（特定健診受診率、重症化予防の取組割合、医療費分析の実施、市町村へ
の指導・助言等）が評価指標となっている。

都道府県国民健康保険運営方針策定要領（抜粋）
３．主な記載事項※

（５）医療費の適正化に関する事項
（現状の把握）
○ 取組の進んでいる市町村の好事例の横展開等、医療費適正化対策の充実強化に資する取組を定めること。また、データ
ヘルス計画に基づくＰＤＣＡサイクルにより、効果的・効率的に保健事業を実施すること。

（医療費適正化に向けた取組）
○ 都道府県は、地域の実情を把握の上、取組の進んでいる市町村の事例の情報提供等を通じた好事例の横展開や、市町村
に対する定期的・計画的な指導・助言の実施等、医療費適正化対策の充実強化に資する取組を定めること。また、保健事
業に取り組む際には、データヘルス計画に基づくＰＤＣＡサイクルによる事業実施を行い、効果的・効率的な実施を行う
こと。

以上を踏まえ、平成30年度より、都道府県が実施する保健事業等に対する助成事業として、特別調整
交付金を活用した「都道府県国保ヘルスアップ支援事業」を創設する。

※都道府県が策定する国保運営方針に定める事項

※ 今後、平成30年度以降の都道府県が担う役割を踏まえ、国民健康保険法に基づく保健事業の実施等に関する指針（平成
16年厚生労働省告示第307号）における都道府県の役割に係る記載についても一部改正。

出典：平成30年度都道府県及び市町村国保主管課職員研修 34



都道府県国保ヘルスアアップ支援事業の交付要件等

【交付対象】
都道府県が、管内市町村国保における保健事業を支援するため、効率的・効果的に実施する事業。
※１ 国民健康保険特別会計事業勘定（款）保健事業費に相当する科目により実施する事業に充当
※２ 市町村が実施する保健事業との役割を調整するよう留意
※３ 委託可

〈事業の例）

【交付要件】
○事業ごとの実施計画（単年又は複数年）の策定
○事業ごとの評価指標（ストラクチャー指標、プロセス指標、アウトプット指標、アウトカム指標）・評価方法の設定
※翌年度も同じ事業を申請する場合は評価指標による成果報告

○第三者（支援・評価委員会、有識者検討会等）の活用

A. 市町村が実施する保健事業が円滑に進むような基盤整備
・都道府県レベルの連携体制構築（連携会議の開催等）
・保健事業の効率化に向けたインフラ整備（管内市町村共通ヘルスケアポイント制度創設等）
・人材育成（管内全域から参加できる研修の開催等）

B. 市町村の現状把握
・KDBと他DBを合わせた分析

C. 都道府県が直接実施する保健事業
・保健所を活用した取組（保健所の専門職による保健指導支援等）

都道府県が実施する保健事業等に対する助成事業として、特別調整交付金を活用した「都道府県国保ヘルス
アップ支援事業」を創設する。

【交付限度額】
国保被保険者数に応じ、都道府県ごとの助成限度額（1,500万～2,500万円）を設けることとする。

出典：平成30年度都道府県及び市町村国保主管課職員研修 35



【１】目的
• 県が共同保険者として、広域的に実施することが望ましい保
健事業について、市町村、保健所、関係団体等と連携を推進
し、国保被保険者の健康の保持増進、疾病予防を図ることを
目的に実施する。

岡山県国保ヘルスアップ支援事業

• 特定健診・特定保健指導の実施率向上、糖尿病性腎症重症化予防の
取組(保険者努力支援制度の評価項目)が全国平均より低く取組が進
んでいない。

• 県においても「糖尿病性腎症重症化予防マニュアル」を作成し市町
村の取組を支援しているが、全く取組ができていない市町村もあ
り、市町村が地域の実情に合わせた取組を進めていけるよう、更に
技術的な支援が必要である。

• 各市町村がデータヘルス計画に基づき、PDCAサイクルに沿って質の
高い特定保健指導、糖尿病重症化予防等、市町村の健康課題に応じ
た保健事業が効果的に実施されるよう、関係者の人材育成を行う必
要がある。

【２】現状と課題
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【３】平成30年度事業内容
（A）糖尿病性腎症重症化予防研修会

「糖尿病性腎症重症化予防プログラム」を適切に実施できるよう、市
町村関係者の人材育成を行い、保健事業の基盤整備を図る。

○ 対象者
市町村職員（保健師、看護師、管理栄養士等、国民健康保健事業に携わ
る事務職員）

○ 内容（2回 H30.11.20、H30.12.21）
１）糖尿病性腎症重症化予防プログラムについて
２）糖尿病性腎症重症化予防のための治療戦略
３）保健指導の実際（食生活編、運動編）
４）糖尿病性腎症重症化予防のための血圧コントロール
５）事例発表：市町村における取組の実際、グループワーク

○ 結果
糖尿病の病態を理解でき、プログラムをどのように進めたら良いか参

考になった。他市町村の具体的な取組が参考になった。
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（B）医療費等分析・評価

①医療費分析

○KDBシステムを活用し、地域の特定健診等の保健事業、医療
費の状況について分析・評価を行う。

○医療費が高額となる県内の透析治療患者の現状分析を行い、
予防可能な内容を把握し、医療費削減の資料とする。

②医療費分析に基づく保健事業実施のための研修
会（1回 H31.2.28予定）
○内容：岡山県のKDB分析について

慢性腎臓病（CKD）概論

岡山県の透析患者に関するアンケート調査について等

○対象者：市町村職員（保健師、看護師、栄養士、事務職等）

③保健指導用資材の作成

○糖尿病とCKD,糖尿病と高血圧、CKD管理ノート等
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保健所・支所が実施主体となり、連携会議等により市町村
の現状把握を行い、保険者努力支援制度に挙げられている
データヘルス計画の実施、評価、特定保健指導実施率の向
上、糖尿病重症化予防等を地域で効果的に進めるための助
言・支援を行う。また研修会等を開催し、地域の関係者の人
材育成を行う。

○実施主体：各保健所・支所（9カ所）

○実施方法：会議、研修会等地域の実情に応じた方法とす
る。

○実施内容：

・データヘルス計画の実施評価

・データヘルス計画に係る市町村内の関係部局との連携体
制について

・効果的な糖尿病重症化予防

・特定保健指導実施率向上等

○対象者：各保健所・支所管内の市町村職員（保健師、看護
師、栄養士、事務職等）

（C）保健所国保ミーティング
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岡山県国保ヘルスアップ支援事業 実施体制
（H30.8～）

◆医療費分析・評価のためKDB,
システムの支援

Ａ市
（保険者）

Ｂ町
（保険者）

Ｃ村
（保険者）

県保健所
支所(9ヵ所）

医療機関

国保連

国保被保険者

助言・支援

県
（健康推進課）

県
（長寿社会課）

データヘルス計画に
基づく効果的な保健

事業

岡山大学病院

C：県が実施する保健事業
◆保健所国保ミーティング
・連携会議、研修会等

連携

連携

A：市町村保健事業の基盤整備
・糖尿病性腎症重症化予防研修会
B:市町村の現状把握・分析
◆医療費等分析・評価
・KDBシステムを活用した特定健診、
医療費分析
・透析治療患者の現状分析
・医療費分析等研修会
・保健指導用資材の作成

受診勧奨用ちらし
保健指導パンフレット
CKD管理ノート等

連携

連携
連携

連
携

委託

県内27市町村

連携

健康おかやま２１推進会議
岡山県国民健康保険運営協議会

（第三者支援・評価）

糖尿病医療連携体制検討会議
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６ 平成３１年度国保制度運営のスケジュール
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平成３１年度国保制度運営のスケジュール（予定）

区分
平成31年

５月 ７月 ９月 11月
平成32年
１月 ３月

国

運営
協議
会

連携
会議

県

市
町
村

公費の在り方等提示
（7月上旬）

仮係数等提示
（10月下旬）

確定係数等提示
（12月末）

第１回
(８月下旬）

【保険料、決算等】

第１回

(５月下旬)

第３回

（11月上旬）

第４回

（２月上旬）

保険料(税)率検討・市町村運営協議会開催・予算措置・条例改正等

納付金等本算定公表
（１月下旬）

H32予算額

（2月中旬）

第２回
(２月下旬）

【納付金等】

平成31年度国保事業費納付金の納入（8月～3月）

第２回

（８月上旬）
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平成32年度国保事業費納付金等の算定平成32年度公費の在り方等の検討

平成32年度保険者
努力支援制度評価

保険料(税)率決定・賦課

連携会議作業部会（WG）の開催（5月～3月）
制度改革初年度の総括、運営方針改定に向けた方向性、納付金算定に係る事項


